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【論文要旨】
　本稿の目的は，競争市場ごとに異なる優位性の源泉がマス・カスタマ・イゼーション（以下，MC）
の有効性に影響することを論及することにある。既存のMC研究では，市場ごとに異なる優位性
の源泉が十分に考慮されることなく，MCケイパビリティの構築競争が企業の競争優位の源泉とな
ることが繰り返し論じられてきた。本稿では，いかなる市場においてMCの有効性が向上し，ま
たいかなる市場においてMCは優位性へさほど影響しない重要度の低い資源やケイパビリティと
なるのかという点に注目し，市場ごとに求められる優位性の源泉とMCの有効性の関係を検討す
る。
【キーワード】マス・カスタマイゼーション／戦略的マーケティソグ／競争優位／資源／生産システム
1　はじめに
　マス・カスタマイゼーショソ（以下，MC）とは，標準製品の大量生産による効率性を損なうこ
となく顧客の受注に応じたカスタム化製品を生産し供給する組織内／組織間に蓄積される顧客対応
力に関わるケイパビリティであり，90年代以降，顧客との関係性構築を通じて顧客価値を提供
する有力な手段として注目されてきた（Pine　1993，　Pine　et　al．1993，且art　1995，　LamPel　and
Mintzberg　1996，　Silveira　et　al．2001，拙稿2003，2004　a，　b，　c，2005）。筆者は，既存のMC研究の
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中心がMC行動の内容研究（MCケイパビリティ）であることを確認した上で，　MCと競争優位と
を結び付けて論じるためには，企業が属する競争市場において企業群がどのような経営資源やケイ
パビリティを争点として優位なポジションの獲得競争を繰り広げているのかを検討する必要性を主
張している（拙稿2005）。筆者の提案する「戦略的MC研究の分析枠組み」とは，競争市場ごと
に異なる優位性の源泉（資源やケイパビリティ）が，MCの有効性へ影響し，構築すべきMCケ
イパビリティの決定要因となることを示す分析手順である（図1参照）。
　本稿の目的は，競争市場の優位性の源泉がMCの有効性に影響するという命題の提示にある。
筆者は，競争市場が所属する企業群へ求める資源やケイパビリティは各市場に特有であるという前
提に立ち，MCの有効性が競争市場の優位性の源泉によって変化するいわばコソティンジェントな
概念であることを主張している（拙稿2004c，2005）。いかなる市場においてMCの有効性が向上
し，またいかなる市場においてMCは優位性へさほど影響しない重要度の低い資源となるのかと
いう点に注目し，市場ごとに求められる優位性の源泉とMCの有効性の関係を検討する必要があ
る。
図1　戦略的MC研究の分析枠組み
既存のMC研究の構図
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　MCの有効性は，産業特性，製品特性，顧客セグメソトの特性などの諸要因によって影響を受け
ることが指摘されている。たとえば，MCの典型的な事例としてしばしば持ち出されるパソコソや
その周辺機器を扱う産業と，製品開発や生産プロセス技術の優劣によって優位性を獲得し維持する
自動車産業ではMCが企業群に与える影響に格差が存在する。また，産業と製品の高い成熟度が
MCの有効性を押し上げる要因となることも指摘されている（Pagh　and　Cooper　1998）。影響要因
に関する指摘はあるものの，より重要な点は特定の競争市場が所属する企業群に求める資源やケイ
パビリティ1の内，一体どのような要因がMCの有効性に影響しているのかを検討する戦略的な視
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　点の導入にある。互いに競争を繰り広げる企業群は，同様の脅威と機会を共有し結果として類似し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e　　　　た戦略を用いるグループへ分類される（Porter　1980，　Barney　1996）。企業群が競争市場おいて互い
に競う際の主要な成功要因とは何か，あるいはどのような資源をもって優位性の獲得と維持を追求
しているのかいう問題を扱う必要がある。
　本稿の構成は以下の通りである。第一に特定の競争市場（あるいは産業／業界）において優位性
の獲得へ寄与する資源を識別するための分析枠組みをいくつか概観する。第二に，前章の分析枠組
みを用いて，特定の競争市場において重要視されるMCの有効性へ影響する資源について検討す
る。MCを実行する企業がその主要な価値を顧客へのアジルな対応によるカスタム化活動によって
創造していることに着目し，価値連鎖分析を用いて2つの資源を例示する。終章では小論をまと
め，優位性の源泉がMCの有効性へ影響するという命題を提示する。むすびとして今後の課題に
若干言及する。
1　優位性の獲得へ寄与する資源の識別
　筆者が「戦略的MC研究の分析枠組み」を提案する際に示した戦略的視点の4つ要件の内の最
も重要な要件は，重要視される資源には競争市場ごとに有意義な差が存在するという点である（拙
稿2005）。企業群間に明確な参入障壁（移動障壁）が存在する状態を持って境界が引かれる産業
あるいは競争市場には，優位性の獲得へ寄与するそれぞれ特有の成功要因が存在する（Porter
1980，1985，Barney　1991，1996，　Amit　and　Schoemaker　1993，　Day　and　Wensley　1983，　Day　1990）。本
章では，競争市場を分析単位としてMCの有効性を説明するための準備として，産業あるいは市
場特定的に重要となる資源を識別するための分析枠組みをいくつか概観する。
lBarney（1991）が定義したように，筆者は資源がケイパビリティを含む広義の概念であるという立場をとっ
ている。しかし，両者の厳密な区別は別稿に譲るとしても，大まかな区別は必要である。つまり，資源を最
広義に捉えるならば，ケイパビリティとはその無形性に着目する資源の一部分であり，複数の資源を結合さ
せ資源間あるいはチーム・メソバー間の調整によってレソトの獲得に寄与するノウハウ，知識スキルなど
　　　　　　　　　　　　　　　　　と呼称される実行能力であると捉えられる（Grant　1991，　Hall　1992，小林1996，　Teece　et　aL　1997，　Teece
　1998）。本稿では混乱を避けるために「資源」と表記する。
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皿一1競争市場と産業：分析単位の設定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業が互いに凌ぎを削る競争領域の総称として筆者は「競争市場」という用語を採用している。
産業組織論を基礎とする戦略論では，競争領域は産業（業界）という用語で総称される。そこでは
企業群が活動する領域として製品市場を想定しており，産業と市場を明確に区別することはせず代
替的に使用している。Porter（1980）によれば産業とは，それぞれ異なる参入障壁／規模の経済性／
製品差別化／コストや資金力／流通チャネルの確保などの要因の有意義な差によって分類される。企
業群が属する産業という分析単位は，産業ごとの競争要因を考慮し，当該産業の魅力度を測定し自
社が参入する（あるいは留まる）意義を分析する場合に，その有用性を発揮する。Porter（1985）
は産業内の企業を戦略グループなる企業群に分類する考え方も提示している。これは産業内に類似
した戦略を採用する複数のグループが存在するという企業群間の差異と類似性を許容する考え方で
ある。戦略グループの境界は，戦略の次元（strategic　dimensions）なる要因（専門度／ブランド指
向度／技術リーダーシップ／品質／コスト面でのポジションなど）により識別される。Porterが産業
あるいは戦略グループを分析単位とする理由は，グループ間の競争および参入すべきグループの選
択問題を主たる問題領域として設定しているためである。これはヨリ魅力的な産業あるいは戦略グ
ループを識別し自社を優位にポジショニソグすることが，競争優位獲得の主たる行動であるという
彼の分析視角による。Porterはどこまでを代替の脅威のある競合と識別するかは，事業の定義に
依存すると述べている。潜在的な競合の脅威を見過ごすか否かという問題よりも重要なことは，企
業がどこで競争したいかを自ら定義することである（Porter　1980邦訳p53）。
　一方，Day（1990）が提唱する競争市場という競争領域は，製品の代替性の域を超えた機能の集
合としての顧客ニーズと競合によるそれらニーズ充足の能力が出会う場として捉えられ，顧客の視
点が強調されている。市場やその下位概念であるセグメソトの境界線は，顧客ニーズの特性とそれ
らニーズを満たす技術，生産コスト，流通カバレッジ等，競合との相対的な類似性によって分割さ
れグループ化する方法によって得られる。Dayによるこのような定義の基礎を辿ると，彼がマー
ケティング研究者としての立場を強調していることがうかがえる。そもそもDayは既存の製品市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場の定義を問題視し，競争的な製品市場の戦略的分析に対するマーケティング計画立案者のニーズ
に応えるべく，顧客志向アプローチの立場から製品市場を再定義している（Day　et　al．1979）。産
業組織論に基礎を置く戦略論（あるいは，戦略的マネジメント論）と顧客志向コンセプトに基礎を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　置くマーケティング論の視点を統合する方法で，製品市場を競争的な製品市場として再定義してい
る。ここでDayのアプローチの特徴を概観しておこう。
　第一の特徴は，市場の境界分析に対して顧客志向性の概念を導入している点にある（Day　1977，
Day　et　al．1979）。彼は事業が現在そして将来に直面する脅威と機会を事前に察知することの重要
性を指摘した上で，生産プロセス／製品機能／使用された原材料の類似性によって区分するといった
それまでの製品市場の境界を分析する手法を批判し，顧客志向的な（競争的）製品市場の定義に関
する分析手法を新たに提案している。分析手法とは，「消費老の購買あるいは使用に関する（実際
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の）行動」と「顧客による判断（Customer　Judgments）」という2つの指標によって製品市場の
境界を識別する方法であった。とりわけ，購買意思決定の連続的側面の分析や製品／技術の代替対
象となる競合の範囲を顧客がどのように捉えているかなど「顧客による判断」という要因を彼は重
視している。つまり，市場の境界は競合製品群によって形成されるが，そもそもどこまでが代替可
能性がある競合製品であるかという境界線は顧客の判断に依存するという視点を提供している。
　第二の特徴は，戦略的セグメントの評価手法としてマーケティソグにおける市場細分化を適切に
実行するための決定要因を導入した点にある。彼はKotlerによる細分化市場（セグメント）ため
の4つの基本属性，1）測定可能性，2）到達可能性，3）実質性，4）持続可能性，を競争市場の
境界を設定する際にも参照することを提案している。前述のようにPorter流の戦略論では，産業
の境界が概念的には説明されているが，実際どのように企業群が活動する市場を細分化するのかと
いう分析手法にまでは言及していない。さらに企業群の競争行動を強調するがあまり，現在そして
潜在的な競合の集合と自社の事業（活動範囲）の定義によって産業の境界が識別される。
　本稿は市場の境界線に関する厳密な分析手法を提案するものでない。競争市場の境界線は常に不
明確であり動態的に変化している（Day　et　al．1983，　Day　1990）。目的は分析単位として「競争市
場」の概念を明示することにある。ここで産業と競争市場の概念上の異同を整理してみよう。まず
双方の概念が代替的に使用可能な条件とは，産業あるいは競争市場に属する企業群間の戦略に有意
義な差が確認できることにある。同一の産業に属する企業群は同様の脅威と機会（外部要因）を共
有し，結果として類似した戦略を用いるグループへ分類されるのである（Porter　1985）。企業群間
には戦略に有意義な差が存在するため，競争市場において重要視される資源や主たる成功要因は市
場ごとに特有となる（Day　1990，　p．112）。
　一方，産業と競争市場の差は，その境界を産業構造（業界構造）と事業定義に求めるかあるいは
顧客による判断や顧客グループ間の購買行動，デモグラフィックス，価値観，欲求やニーズの相違
に求めるかという差に他ならない。換言すれば，競合志向的か顧客志向的かという視点の違いにあ
る。顧客志向的な立場では，顧客が認知するベネフィットとコストの差は顧客価値の基本的な測定
手法となる（Day　1990）。　Dayは後に特定の競争市場内である企業の優位性を評価するフレームの
説明として「競合（競争相手）中心型」と「顧客重視型」の双方を含む複眼的な視点を提供してい
る（Day　and　Wensley　1988）。双方の視点は相互排他的ではなく，いずれの視点が管理者へもっと
も理解しやすい意思決定のための有益な情報を与えてくれるかという点でその重要度が変化すると
彼は述べている（Day　1990）。
　本稿では，産業／業界／戦略グループ／製品市場など，代替の脅威を共有する企業群が属する競争
領域を分析単位として設定する際に，その用語を「競争市場」へ統一しておく。「競争市場」は，
企業群間に移動障壁を形成する市場特有の資源に関する比較によるものだけではなく，顧客が判断
する類似するベネフィットを提供する製品群あるいは企業群の範囲も考慮して決定される。このよ
うに企業群が活動する競争領域を競合と顧客の複眼的視点から捉えることは，MCの有効性へ影響
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する資源を識別する際に欠くことのできない要件となる。MC研究では成功要因としてカスタム化
製品の供給による顧客価値の創造を重視している（Pine　1996，　Broekhuizen　and　Alsem　2002）。そ
もそもMCとは，標準製品では満たすことのできない個別顧客の特有のニーズをカスタム化した
オファリソグ（製品を含む顧客への提供物全体）によって充足することを目指す顧客志向的なコソ
セプトである。
皿一2優位性の獲得へ寄与する資源を識別するための分析枠組み
　競争市場において企業群がいかなる資源の構築をめぐって競争を繰り広げているのか。優位性の
源泉とは優位性の獲得へ寄与する資源に他ならない。本節では市場特定的に寄与する資源の内容を
識別する分析枠組みについて考察する。
D　競争市場と資源の関係：企業か市場か
　競争市場を分析単位として，そこに属する企業群に共通する重要な資源やケイパビリティを識別
するには，そもそも資源やケイパビリティが企業を分析単位とする概念であるという理論的な前提
を克服せねばならない。つまり，競争市場を分析単位とする枠組みで資源を捉えなおす作業が必要
となる。ここでマーケティング論と戦略論における2つの分析枠組みを確認し，競争市場を分析
単位として資源を取り扱う際の留意点を検討しておこう。筆者は，競争市場を分析単位として資源
を扱うことが可能であると考えている。
　Day　and　Wensley（1988）は競争市場（または市場セグメント）において優位性獲得に寄与す
る特有の要因を「主要な成功要因（以下，KSF：Key　Success　Factors）」という用語を用いて説明
している。KSFとは，競争市場における地位的優位性と業績結果に最も偉力を発揮する一握りの
スキルと資源である。これら成功要因でよい得点を上げることができなければ，（企業は）確実に
失敗の烙印をおされることになる（Day　1990，邦訳p．151）。彼らは特定の市場におけるKSFの
識別が困難である理由として，競合間で大きな差異があるのか，また成功要因の変更が「コスト」
あるいは「認知される価値」へ有意義なインパクトを与えるかが不確かである点を指摘している。
そこで彼らは，競争市場に属する企業群に共通するKSFを識別するためのヨリ防衛的な（批判を
回避できる）方法として，優位性の源泉と優位性そのものの関係を分析する枠組みの中にKSFの
識別を組み込む動態的な枠組みを提案している。
　図2は彼らの言う「SPPフレーム（Source　of　advantage，　Positional　advantages，　Performance
outcomes）」と「KSFの識別」の関係を示している。図が示すとおりKSFの識別は，競争市場に
おける競合分析を通じた循環ループの内に組み込まれている。現在の業績結果と地位的な優位性の
分析を通じて彼らが提案するKSFを識別するための具体的な手段は以下のとおりである。
　・どのような要因が優勢な企業（winning　companies）と劣位な競争企業（losing　competitiors）
　　を区別しているのかを識別すること
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図2　競合企業群を比較分析するSPPフレームとKSFの識別
KSFの識別
優位性の源泉
　（Source　of
Advantage）
・卓越したスキル
・卓越した資源
地位的な優位性
　（Positional
　Advantages）
・卓越した顧客価値
・相対的低コスト
　業績結果
（Performance
Outcomes）
・満足度
・ロイヤリティ
・市場シェァ
・相対的な収益性
出所：Day　and　Wensley（1988），p，13を筆者が一部修正する
　・高いレパレッジを生み出す事象を識別すること
　・価値連鎖における活動の駆動要因（Driver）を識別すること
　このような枠組みの中で競合の活動を分析する手順でKSFを識別することは，企業単位の分析
において彼らが想定したKSF識別の限界を克服できる可能性をもっている。すなわちこの分析枠
組みに従えば，競争市場における優位性の源泉がどのような活動あるいは資源によるものであり，
それらをどのように構築するのかという問題を扱うができる。彼らはKSFが影響を与える優位性
の源泉を「卓越した資源（superior　resources）」，「卓越したスキル（superior　skills）に分類し，
前者を有形の競争要件（流通カバレッジ，製造設備，財務能力等）として，後老を無形な能力とし
て捉えている。「卓越したスキル」とは専門的な知識，顧客との連結能力，顧客への対応能力など，
資源を競争手段へと変容させる鍵となる人物（あるいはチーム）の独特の能力である。このような
資源ベースの分類はDayに限らず，資源ベース・ヴューに依拠する研究者により要素市場におけ
る生産要素単位まで遡り企業が持つ特有の能力として捉えられている（Wernarfelt　1984，　Barney
1986）。
　KSFは，研究老のみならず実務家にまで普及している適用範囲が広い用語である。適用範囲が
広いとは，その分析単位が企業かあるいは市場（あるいは産業）かということが不明確なまま議論
が展開されていることを暗示している。戦略論では，かかる問題への対策として産業と企業を分析
単位とするそれぞれの視点（一般的にはポジショニング・アプローチと資源ベース・アプローチと
総称される）を統合する方法が採用されているので確認しておこう。
　Porterによる産業を単位とする戦略論において産業（あるいは戦略グループ）構造が競争優位
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の獲得へ直接的に寄与することが想定されている点は，企業を単位とする戦略論者による批判の対
象となった。批判の要点は，同一の戦略グループに属する企業群の間には企業特有の異質性が存在
し，企業特有の資源が競争優位の決定要因となるというものであった（Barney　1991）。このよう
な2つの戦略論の統合を試みたのがAmit　and　Schoemaker（1993）である。彼らの研究目的は2
つの戦略論の統合にあったが2，その過程で産業特定的なKSFを戦略論で用いる際の修正の必要性
について，その識別の困難さ／成功要因と成果の因果関係の暖昧さ／普遍性の欠如の3つの理由を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　指摘している。そこで彼らが産業特定的に作用するKSFを考察するために提案するのが「戦略的
産業要素（SIF）」なる概念である。
　戦略的産業要素の概念は，特定の産業に属する企業群が，いかなる資源を優先的に構築すること
が優位性獲得に寄与するかという問題を仮定している。戦略的産業要素とは，産業特定的で産業間
で移動（トレード）が困難であること（市場の失敗を助長する）と事前に察知不可能な変化を仮定
する資源であり，産業の収益性へ影響する要素である。また戦略的産業要素は，市場レベルにおけ
る企業の競合，顧客，統制者，産業の外側にいるイノベーターそして他のステークホルダーらとの
間の複雑な相互作用によって決定する。彼らは，優位性の獲得に寄与する企業特有の資源を「戦略
的資産（strategic　assets）」として，さほど影響しない資源と区別している。その上で，戦略的資
産の内容の決定へ影響する産業（あるいは製品市場）要因として戦略的産業要素なる概念を提示し
たのである。戦略的産業要素は，ある産業に属する企業にとって経済レント獲得の主要な決定要因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　　　 　　　 　となる資源のセットとして捉えられ，当該産業において企業群が優位性を獲得するために優先的に
構築することが求められる戦略的資産の特定に役立つ。因みに彼らは想定される戦略的資産とし
て，技術的なケイパビリティ／製品開発サイクルのスピード化／ブランド・マネジメント／流通チャ
ネルの統制および優先的なアクセス／有効なコスト構造／バイヤーとセラーの関係／R＆Dのケイパ
ビリティ／企業のサービス組織／評判などを掲げている。
　以上のように，競争市場を分析単位として資源を扱うことは可能であろう。ここでの知見は，資
源には優位性獲得に寄与する要素とさほど寄与しない要素に分類することが可能であるという理論
的な仮定である。その区分を行う際に決定要因としてもっとも重要視されるのが産業構造あるいは
市場特性である。競合の現在の活動あるいは予測される反応そして顧客ニーズの変容を分析するこ
とによって競争市場特定的に重要視される資源の識別が可能となる。
2）　資源の分類：価値連鎖分析の援用
　競争市場ごとの優位性の源泉を識別するには，資源を分類する何らかの境界線なり資源が蓄積さ
れる器となる単位を設定する必要がある。しかしながら，前出のDayもAmit　and　Schoemakerも
2彼らによる2つの戦略論を統合する試みそのものに対しては批判が存在する。それは不確実性や複雑性に対
するマネジャーの限定合理性を考慮し，認知の不完全性に着目するという彼らの研究の前提に対するもので
　ある（小林2002）。
一250　一
資源の内容に関して大まかには述べているが，企業の諸活動のどこに彼らが想定する資源が蓄積さ
れるのかについてはさほど関心を寄せておらず，資源を分類するための分析枠組みも準備していな
い。一方，MC研究ではカスタム化活動が価値連鎖上でもっとも重要な価値を創造すると考えられ
ているため，カスタム化活動が実行される諸機能に横断的にその資源が蓄積される。MCの有効性
へ影響する資源を分類する際には，価値連鎖における活動ベース諸機能（活動）を単位とした分類
が適している。また，価値連鎖という枠組みを用いれば，MC以外にも存在する付加価値活動（た
とえば，製品開発機能）も識別できる。本節では以下，MCの有効性に影響する資源を識別するた
めに，価値連鎖分析を援用する際の留意点を論じる。
　価値連鎖分析とは活動ベースで優位性獲得に寄与する価値創造活動を把握する枠組みである。価
値連鎖分析の主唱者であるPorter（1985）は，企業を分析単位とする戦略的視点をまったく考慮
していなかったわけではなく，企業間の資源の差異を明示するために価値連鎖（価値システム）を
提示している。しかし，Porterが意図したように価値連鎖分析をよりミクロなレベル（諸活動に
おける企業間の異質性）を分析するには，資源ベース・ヴュー（以下，RBV）との統合が有効で
あると考えられている（小林1996，2002）。本稿ではひとまずRBVと統合する価値連鎖分析を
「価値連鎖のミクロ分析」，産業（市場）ごとの有意義な差を識別する分析を「価値連鎖のマクロ分
析」と明確に区別し，競争市場特定的に作用する資源の所在を分析する枠組みとして価値連鎖分析
を援用することを提案する。
　価値連鎖分析は特定の企業におけるどのような活動（あるいは活動セット）が優位性獲得へ寄与
しているのかという問題を分析することに役立つ。価値連鎖分析に従えば，企業内の潜在的な付加
価値活動は主活動と支援活動に分類される。さらに主活動は購買物流／製造／出荷物流／販売・マー
ケティング／サービスへ，支援活動は調達活動／技術開発／人事・労務管理／全般管理に分類される。
主活動は価値創造に直接影響する活動であり，支援活動は間接的に影響する。
　主要な価値がどの活動において付加されているかを識別するのに役立つと考えられている価値連
鎖分析ではあるが，一体どのような活動に対して企業は注目しまたどのように活動を遂行するのか
という付加価値活動の選択問題と活動の内容分析の不明確さに対する批判が寄せられている（Bar－
ney　1996，　Amit　and　Zott　2002）。このような批判はそもそもPorterが価値連鎖の構造は企業が属す
る産業構造によって影響を受けることを想定していることに起因すると考えられる。彼は企業間の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　諸活動，競争の幅の差異を価値連鎖の内容の相違を分析することに求めているが，価値連鎖分析の
　　　　　　　枠組みは，産業間あるいは戦略グループ間の価値連鎖デザイソの有意義な差異を識別する水準にあ
る。換言すれば，主活動と支援活動という大まかな分類は，産業内で企業群がいかなる活動を優位
性の源泉として捉えているかを理解するには有効であるが，諸活動の内容がどのように企業間で異
質であるかを分析するには不十分である。価値連鎖デザイソは競争市場内の企業群間で同質的であ
っても，企業間で異質である付加価値活動の内容は，主活動，支援活動の分類と活動間の相対的な
重要度の相違だけでは分析できない。ミクロレベルにまで分析の目を向けて競争市場内の企業間の
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　異質性を識別するためには，価値連鎖分析の枠組みとRBVの統合が解決策として注目されている
（Barney　1991，小林2002）。
　そこで本稿では特定の競争市場において企業群がいかなる活動あるいは資源の構築をめぐって競
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　争を繰り広げているかという問題に対してマクロな意味での価値連鎖分析（価値連鎖のマクロ分析）
を用いることを提案したい。主要な価値を創造する資源が価値連鎖上のいずれの活動（あるいは活
動間の連結）によって達成されるのかという具合に，競争市場における資源の所在を確認する枠組
みとして価値連鎖分析を援用する。
　価値連鎖分析の枠組みは，MCの有効性に影響する資源を大まかに分類することにすでに援用さ
れている。たとえば，Pagh　and　Cooper（1998）は製造活動とアウト・バウンドのロジスティック
ス活動を顧客からの受注に応じて延期するのかあるいは受注前に投機的に実行するのかという意思
決定に対する有力な決定要因として価値プロフィール分析を用いている。彼らによれば，価値プロ
フィールとは価値連鎖における主活動のどの時点で中心となる価値が付加されるかという特性にあ
る。彼らは，価値連鎖上の付加価値活動の位置を川上から川下という具合に連続体と捉え，「完全
投機一製造延期一ロジスティック延期一完全延期」の4つの戦略の中から企業が最適な戦略を選
択する際の決定要因として付加価値活動の位置（所在）に重要な意味を与えている。つまり，主要
な価値が川上の活動（たとえば，製品開発や製造活動）によって付加されている場合，企業は完全
投機戦略を選択するのが望ましい。対照的に主要な価値が川下の活動（たとえば，販売／マーケテ
ィングやサービス）によって付加されている場合，企業は完全延期戦略を選択するのが望ましい。
　完全延期戦略とは製品開発段階よりカスタム化活動を開始する「完全カスタム化」と類似する概
念である。主要な価値がどの時点で付加されているのかをこのように価値連鎖分析に依拠して大ま
かに把握することは有効であると考えられる。顧客が認知する主要な価値が製品開発や製造段階で
付加されるとするならば，川中から川下にかけて価値を創造するカスタム化活動それ自体の戦略的
な有効性が低下するだろう。
皿1優位性の源泉とMCの有効性
　MCの有効性が「高い」とは，　MCケイパビリティの構築の優劣が，当該競争市場に属する企業
の優位性獲得・維持に対して相対的に高い影響を与える状態を指す。まさにMCケイパビリティ
が優位性の源泉となる競争市場において，MCの有効性は上昇すると考えられる。そこで，1章で
は企業群が競争を繰り広げる際にどのような資源を争点としているかを識別するための分析枠組み
を検討した。本章では優位性の源泉とMCの有効性の関係について論じる。まずはMC研究の概
要を押えることから論を展開しよう。
皿一1MC研究の概要
筆者は既にMC文献のレビューを通じて，　MC研究の内容を整理している。多くのMC研究は
一252一
製品のカスタム化諸活動および諸活動間の調整問題に詳しい。価値連鎖上に存在する複数の機能を
調整し，いかに低い生産コスト／短いリードタイム／高い製品カスタム化程度を同時達成するかを問
題の中核に据えている（拙稿2004a）。筆者はこのようなMC研究のアプローチを「生産プロセス
アプローチ」と名づけて，消費者行動論に基礎をおくMC研究と区別している（拙稿2004c）。
　図3は生産プロセスアプローチに基づくMCの諸モデルを一覧に整理している。図はMC研究
に関する2つの知見を提示している。第一の知見は，MCによる付加価値活動の重要度と「カスタ
ム化活動の開始時点」の関係にある。図中のLample　and　Minzberg（1996）のモデルに代表され
るように製品カスタム化程度とカスタム化活動の開始時点（Decoulping　Point）には対応関係が存
在する（Silveira　et　al．2001，拙稿2003，2004a）。相対的に高い製品カスタム化程度を実現するに
は，価値連鎖上のより早期段階（たとえば製品のデザイン段階）からカスタム化活動を開始するこ
とが求められ，対照的に低い製品カスタム化程度は，価値連鎖上のより後期段階（たとえば販売段
階）に簡単なカスタム化活動（コスメティックなカスタム化）を付加することで実行できる。つま
り，主要な価値が価値連鎖の上の川上に位置する場合は，カスタム化活動の開始時点はヨリ川下に
設定され，カスタム化活動の価値の重要度が高ければ，カスタム化活動はヨリ川上から開始され
る。前出のPagh　and　Cooperによる価値プロフィール分析を用いたカスタム化活動の開始時点
（彼らの用語では延期）の識別方法もこの対応関係に一致している。
　第二の知見は，カスタム化活動の開始時点が「顧客の関与度」に影響を受けるという点にある。
顧客の関与度とは顧客によるMCへの参加意欲であり，特定の製品・サービスが相対的に高い価
値ポジショソを顧客によって与えられている状態を指す。MCが受注生産方式を前提としている以
図3　マス・カスタマイゼーションの諸モデル
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上，顧客による受注指示は不可欠となる。価値連鎖上の早期段階からの顧客関与は製品の高いカス
タム化を顧客へ提供し，企業に対し顧客とのより緊密な学習機会と関係性構築の機会を提供する。
繰り返し取引を通じた最終顧客との関係性構築と学習機会はMCのベネフィットとして論じられ
ている（Kotha　1995，　Gilmore　and　Pine　1996，　Duray　et　al．2000，　Duray　2002）。　DurayらがMCは顧
客による関与なくしては成立しないことを一連の研究で示しているように，高い顧客の関与を伴う
MCは顧客との有意義な結合機会を提供する（Duray　et　al．2000，　Duray　2002）。
皿一2　価値連鎖の上の2つの資源
　このようなMC研究に共通する顧客を起点として上流へ向かって価値連鎖をデザインするいわ
ゆるプル型の手法は，マーケティング論において古くから重視されてきた概念を代弁している。マ
ーケティソグ研究では顧客志向あるいは市場志向といった組織に埋め込まれた概念が経営成果へ正
の影響を与えるという分析フレームは理論的に検討され，若干の実証研究も蓄積されている
（Naver　and　Slater　1990，　Slater　and　Naver　1995）。顧客との関係的取引は，カスタム化製品を供給
する買い手と売り手の協働を伴う取引モードに適していると考えられている（Kara　and　Kaynak
1997，Day　2000）。顧客との関係性を重視するいわゆる関係性マーケティングの視点では，顧客獲
得から得意顧客を維持することヘマーケティング目標がシフトしていることを説明している（和田
1998）。
　Dayは顧客との協働を通じた取引に求められる資源を「顧客対応（customer　responsiveness）」
と呼んでいる（Day　1990，2000）。顧客との協働と流通チャネルパートナーとの同盟による顧客対
応力は，特に産業財市場（BtoB）のために開発されてきた。彼は迅速な顧客対応を実現するため
の顧客対応体制の内容を以下のように述べている（Day　1990邦訳p200）。
　・市場からのフィードバック
　　顧客の注文への迅速な対応を可能とする業務プロセスの構築・改善・管理
　・柔軟な製造システム
　　顧客の特別の注文に応じた多品種少量生産体制の実現
　・注文周期の短縮
　　業務プロセスの連結による時間の短縮
　また，彼は顧客対応力を向上させる組織能力として「市場関係性ケイパビリティ（market－relat－
ing　capability）」なる概念を提唱している。彼は主要顧客との関係性構築が有効であるという前提
を設けた上で，関係性構築のための3つ具体的方法を提示している。第一の方法は，（顧客との）
情報の共有である。顧客との単純なコミュニケーション・インフラの稼動から決済機能をもつ
EDI（電子データ交換システム）の構築までのその範囲は多岐にわたる。第二の方法は緊密な連結
である。（Day　2000，　p．26）。緊密な連結は人的なつながりなどによる社会ネットワークを通じて形
成される。製品・サービスの供給を通じた顧客との出会い（encounter）は社会的な出会い（social
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encounter）へ発展する。第三の方法はプロセス統合である。もっとも強固な連結関係は，取引パ
ートナーの（取引）プロセスを協働で設計し管理するときに形成される。
　一方，上流の活動を起点として下流に向けて価値連鎖がデザイソされる競争市場も存在する。す
ぺての価値は顧客への対応力によって創造されるわけではない。ある競争市場においては顧客対応
力以外の資源が競争ポジション獲得へ多大な影響を与える。とりわけ，「製品開発と生産技術に関
わる資源」は，競争優位の源泉と目され，多くの研究が…蓄積されている（White　1996，　Clark　and
Fujimoto　1997，藤本2003）。資源ベース・ヴューを援用した当該分野のいくつかの研究では，技
術の製品化（Zahra　and　Neilsen　2002）／サプライヤーとの協働による製品開発・生産技術開発
（Dryer　1996a，　b）／TQM等の生産現場における継続的改善（Powell　1995，藤本2003）などの川
上に位置する「製品開発と生産技術に関わる資源」が，製品開発の速度と頻度／開発した製品のラ
ディカルな度合い／パテント数／品質／在庫の圧縮などの経営成果へ正の影響を与えていることが理
論的，実証的に論及されている3。製品開発と生産技術は相互に強い連結関係にある分割が困難な
概念である（Zahra　and　Neilsen　2002）。また当該活動は，組織内のみで完結するのではなく組織外
部（特にサプライヤー）との有機的な連結により蓄積される資源として捉えられている（Dyer
and　Sigh　1998）。
　いずれにせよ顧客対応力であれ，製品開発・生産技術に関わる資源であれ，その蓄積される器は
価値連鎖の諸活動にまたがっている。顧客対応力に関わる資源には，顧客との緊密な関係性と顧客
へのアジルな対応が重要視されるため，MCの有効性と深い関わりがあるだろう。
皿一3　優位性の源泉とMCの有効性の関係
　MCの有効性は，競争市場における優位性の源泉に影響を受ける。前述のように顧客対応力に関
わる資源を重要視する市場では，製品開発・生産技術に関わる資源が優位性の源泉となる市場より
も相対的に，MCの有効性は上昇するだろう。注目すべきは，影響度合いの差ではなく，「優位性
の源泉の相違」がMCの有効性に影響を与えるという命題の検討にある。
　たとえば，優位な競争ポジション獲得に対して「顧客対応力に関わる資源」の影響度が相対的に
高く，「製品開発・生産技術に関わる資源」の影響度が低い市場に属する企業群にとって，顧客と
の強固な関係性構築による顧客学習／迅速な顧客対応／製造の柔軟性などの諸活動とそれらの連結が
優位性の源泉となる。この市場ではMCケイパビリティ構築の優劣が，競争ポジションへ寄与す
る程度は相対的に高いと考えられる。MCケイパビリティとは，顧客との協働関係／顧客学習能力／
カスタム化のための製品デザイン（モジュール・アーキテクチャー）／カスタム化製品の生産・配
送／販売後のカスタム化の諸活動に関わる有形資産（企業内情報ネットワーク／工作機械など）と無
形資産（ノウハウ／技術／知識など）を指す。MC研究においてその典型的な事例として紹介される
3この点を詳細に論じることは本稿の範囲を超える。詳しくは拙稿（2004　b，c）を参照されたい。
一255一
パソコン産業におけるデル・コンピュータ社の躍進は，まさにパソコン産業が顧客対応力に関わる
資源をめぐる競争市場ヘシフトしたことにより説明ができる。パソコンは製品のモジュール・アー
キテクチャーが進展したことによって，製品開発による製品機能の差別化がメーカー間で困難とな
った。そこでデルが構築を目指したのが，MCのための生産・販売体制であった（Margeritta
1995）。デルは製品機能のみならず，価格，配送，アフターサービスにいたるまで個別顧客にカス
タム化している（Gilmore　and　Pine　1997）。
　一方，優位性の獲得に対して「顧客対応力に関わる資源」の影響度が低く，「製品開発・生産技
術に関わる資源」の影響度が高い市場に属する企業群は，当該市場においてラディカルで独自の新
技術や新製品の開発あるいは高い品質を維持するための生産現場での改善など主に研究開発部門お
よび製造部門における能力構築を追及する。また，組織内のみならず主要なサプライヤーとの協働
による関連機能との連結を通じた活動にも注力する。この市場に属する企業群によるMCはより
川下における部分的な活動に限定される。つまり主要な価値が川上（製品開発と生産）で付加され
るため，カスタム化活動は簡単なオプショソの追加やパッケージの変更などコスメティックなもの
となる。当然，このようなコスメティックなカスタム化は，当該市場における優位性の獲得にはさ
ほど寄与しないマイナーな活動となる。
lV　むすびにかえて
　既存のMC研究ではMCケイパビリティが，すべての競争市場で優位性の獲得に寄与する資源
であることが前提となっていた。拙稿および本稿では，このようなMC研究の近視眼を修正し，
競争優位と結びつけて分析枠組みを構築する際のいくつかの留意点を考察してきた。「戦略的MC
研究の分析枠組み」に従い，競争市場に特有な優位性の源泉がMCの有効性へ影響を与えるとい
う命題を提示している。MCの有効性が市場ごとに異なることを示すために，「顧客対応力」と
「製品開発・生産技術」の2つの資源が当該市場においてどの程度重要視されているのかという指
標を例示した。しかし，本稿は命題を提示するに留まり，MCケイパビリティが重要視される競争
市場の識別のための外部，内部要因については何ら論及していない。
　今後の課題は以下の通りである。第一の課題は，MCの有効性へ影響する資源の識別とその操作
化にある。本稿で提示した2つの指標へ影響する要因を識別する作業とMCケ・イパビリティの構
築競争が優位性の源泉となっている具体的な産業や市場を分析することを通じてかかる資源を識別
したい。顧客対応力に関わる資源の重要度は市場特性，産業特性，製品特性などの諸要因により影
響を受ける。戦略論における産業構造分析とマーケティング論における外部環境分析の統合を通じ
てかかる課題に接近したい。
　第二の課題は，モデルの動態的側面の検討にある。本稿は静態的なモデル構築を試みるものであ
り，市場の動態的変化にはなんら注意していない。市場において資源の優位性への影響度合いは動
態的に変化し，むしろその動態性に着目したモデルが求められている。MC研究では製品ライフサ
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イクルを援用し，成熟段階にある製品市場がよりMCケイパビリティを必要とすると考えられて
いる（Pine　1993，　Lample　and　Mintzberg　1996，　Pagh　and　Cooper　1998）。このような動態的側面の
検討は事業のポートフォリオ管理に関わる全社戦略の策定にも役立つだろう。以上を課題として分
析フレームの構築及び，実証分析の実施に向けて努力したい。
参考文献
Amit，　R．　and　Schoemaker，　P．（1993）‘‘Strategic　Assets　and　Organizational　Rent”，Stra　tegic　Management　Journal，
　VoL　14，　pp．33－46
Amit，　R．　and　Zott，　C。（2001）‘‘Value　Creation　in　eBusiness”，　S’η嬢cル毎πθgαηθπ’ノburnal，　VoL　22，　pp。493－520
Barney，　J．　B．（1986），“Strategic　Factor　Markets：Expectations，　Luck，　and　Business　Strategy”，　Management
　Sα加cθ，Vol．32，　No．10，　pp．1231－1241
Barney，　J．　B．（1991），‘‘Firm　Resources　and　Sustained　Competitive　Advantage”，ノburnal（of　Management，　Vol．17，
　No．1，　pp．99－120
Barney，　J．　B．（1996），Gaining　and　Sttstaining　Competitive、Advantage，　Second　Edition，　Prentice　Hall（岡田正大訳
　（2003），『企業戦略論：基本編・事業戦略編・全社戦略編』ダイヤモンド社。）
Broekhuizen　and　Alsem（2002），“Success　Factors　for　Mass　Customization：AConceptual　Mode1”，ノ磁㍑σJ　qf
　ルlarket－Focused　Management，　VoL　5，　pp．309－330
Clark，　K．　B．　and　Fujimoto，　T．（1997），PrQduct　Development　Performance，　Boston：Harvard　Business　School　Press．
Day，　G．　S．（1990），　Market　Driven　Strategy：　Processes　for　Creating　Value，　The　Free　Press．（徳永豊・森博隆・井上
　崇道・小林一・篠原敏彦・首藤禎史訳（1998），『市場駆動型の戦略：価値創造のプロセス』同文館。）
Day，　G．　S．（1994），‘‘The　Capabilities　of　Market－Driven　Organizations”，　Jottrnal（of　Marketing，　VoL　58，0ctober，
　pp　37－52
Day，　G．　S．，　Schocker，　A。　D．，　and　Srivastava，　R．　K（1979），‘‘Customer－Oriented　Approaches　to　Identifying
　Product－Markets”，Journal（of　Marheting，　Vol．43，　Fall，　pp．8－19
Day，　G．　S．　and　Wensley，　R．（1983），“Marketing　Theory　with　a　Strategic　Orientation”，Journal（ofMarketing，　Vol．
　47，Fall，　pp．79－89
Day，　G．　S．　and　Wensley，　R．（1988），“Assessing　Advantage：AFramework　for　Diagnosing　Competitive　Su－
　periority”，ノburnat　of　Marketing，　VoL　52，　April，　pp．1－20
Day，　G．　S．　and　Nedungadi，　P．（1994），“Managerial　Representations　of　Competitive　Advantage”，ノ’ournal　of　Ma　r－
　leeting，　Vol．58，　April，　pp．31－44
Day，　G．　S．（2000），“Managerial　Market　Relationships”，ノburnal　of　the、Academy〔ofMarleeting　Science，　VoL　28，　No．
　1，pp、24－30
Duray，　R．（2002），“Mass　Customization　Origins：Mass　or　Custom　ManufactUring？”，　International　／ournal〔of
　Operations　and　Production　Management，　Vol．22，　Issue　3，　pp，314－328
Duray，　R．，　Ward，　P．　T．，　Milligan，　G．　W．，　and　Berry，　W．　L．（2000），“Approaches　to　Mass　Customization：Con・
　figurations　and　Empirical　Validation”，ノbκmal（of　Operations　Management，　VoL　18，　Issue　6，　pp．605－625
Dyer，　J．　H。（1996a），‘‘Specialized　Supplier　Networks　as　a　Source　of　Competitive　Advantage：Evidence　from　the
　Auto　Industry”，　Strategic　Management／burnal，　Vol．17，　pp。271－291
Dyer，　J．　H．（1996b），“Does　Governance　Matter～　Keiretsu　Alliance　and　Asset　Specificity　as　Sources　of　Japanese
　Competitive　Advantage”，　Organization　Science，　VoL　7，　No．6，　pp．649－666
Dyer，　J．　H．　and　Singh，　H．（1998），‘‘The　Relational　View：Cooperative　Strategy　and　Sources　of　lnterorganization－
　al　Competitive　Advantage，”Academy（）f　Management　Review，　VoL　23，　No．4，　pp．660－679
藤本隆宏（2003），『能力構築競争』中公新書。
Gilmore，　J．　H．and　Pine，　J．（1997），‘‘The　Four　Faces　of　Mass　Customization”，Harvard／Business　Review，　January・
一　257一
　．February，　pp．91－101
Grant，　R．　M．（1991），“The　Resource・Based　Theory　of　Competitive　Advantage：Implications　for　Strategy　For・
　　mulation”，（）alifornin　Management　Review，　Spring，　pp．114－135
Hall，　R．（1992），t‘The　Strategic　Analysis　of　Intangible　Resources，”Strategt’c　Management／burnal，　Vol．13，　pp．
　　135－144
Hart，　C．（1995），‘‘Mass　Customization：Conceptual　Underpinnings，　Opportunities　and　Limits”，　International
　／burnal　of　Seroice、lndustry　Management，　Vo1．6，　Issue　2，　pp．36－45
Kara，　A．　and　Kaynak，　E．（1997），“Markets　of　a　Single　Customer：Exploiting　Conceptual　Developments　in　Mar－
　ket　Segmentation，”Eκηρθ碑ノburnal　Of　Marleeting，　VoL　31，　Issue　11－12，　pp．873－895
小林一（1996），「競争優位の源泉をめぐって：資源と学習」，明大商学論叢　第78巻　第1・2・3号。
小林一（2002），「戦略的マーケティソグ研究の理論的基礎」，明大商学論叢　第84巻　第1号。
Kotha，　S．（1995），“Mass　Customization：Implementing　the　Emerging　Paradigm　for　Competitive　Advantage”，
　Stra　tegicルtanagement／burnal，　VoL　16，　pp．21－42
Kotha，　S．（1996），‘‘From　Mass　Production　to　Mass　Customization：The　Case　of　the　National　lndustrial　Bicycle
　Company　of　Japan”，　European　Management／burnal，　VoL　14，　Issue　5，　pp．442－450
Lampel，　J．and　Mintzberg，　H．（1996），“Customizing　Custom量zation”，　Sloan　Management　Review，　Vol．38，　pp．21－
　30
Narver，　J．　C．　and　Slater，　S．　F，（1990），‘‘The　Effect　of　Market　Orientation　on　Business　Profitability”，ノbumal　of
　Marleeting，　VoL　54，0ctober，　pp．20－35
Pagh，　J．　D．　and　Cooper，　M．　C．（1998），Supply　chain　postponement　and　speculation　strategies：How　to　choose　the
　righ亡strategy，ノburveal　of　Business　Logistics，　Vol．19，　No．2，　pp．13－33
Pine，　J．（1993），Mass　Customization，　Boston：Harvard　Business　School　Press．（江夏健一・坂野友昭監訳（1994），
　『マス・カスタマイゼーション革命』日本能率協会マネジメソトセソター。）
Pine，　J．，　Victor，　B．　and　Boyton，　A．（1993），‘‘Making　Mass　Customization　Work”，、肱㎜π1　Bκ謝θ∬1～eview，　Vol．
　71，Issue　5，　pp．108－111
Porter，　M．　E．（1980），Competitive　Strategy，　The　Free　Press．（土岐坤・中辻萬治・服部照夫訳（1982），『競争の
　戦略』ダイヤモンド社。）
Porter，　M．　E．（1985），Competitive　Advanlage．　The　Free　Press．（土岐坤・中辻萬治・小野寺武夫訳（1985），　r競
　争優位の戦略』ダイヤモソド社。）
Powell，　T．　C．（1995）‘‘Total　Quality　Management　as　Competitive　Advantage：AReview　and　Empirical　Study”，
　Strategic　Management／burnal，　Vol．16，　No．1，　pp．15－37
Slater，　S．　F．　and　Narver，　J．　C，（1995），“Market　Orientation　and　the　Learning　Organization”，ノburnal（ofルlarket－
　ing，　Vol．59，　July，　pp．63－74
Silveira，　G．　D．，　Borenstein，　D．，　and　Fogliatto，　E　S．（2001），“Mass　Customization：Literature　Review　and
　Research　Directions”，　International　Journal（of　Production　Economi（s，　Vol．72，　Issue　1，　pp．1－13
Teece，　D．　J．，　Pisano，　G　and　Shuen，　A．（1997）‘‘Dynamic　Capabilities　and　Strategic　Management”，　S’π鹿g∫c
　Management　Journal，　VoL　18；pp．509－533
Teece，　D，　J．（1998）‘℃apturing　Value　from　knowledge　Assets：The　New　Economy，　Market　for　Know－How，　and
　intangible　Assets”，　Cα」⑳魏勿ルlanagement　Review，　Vo1．40，　No．3，　pp。55－79
臼井哲也　（2003），「グローバルSCMとマス・カスタマイゼーション」山下洋史・諸上茂登・村田潔編著『グ
　ローバルSCM』有斐閣。
Usui，　T．（2004a），“Mass　Customization：Level　of　Customization　and　Operational　Capabilities”，明治大学大学院
　商学研究論集　第20号。
Usui，　T．（2004b），“Mass　Customization　and　Relation－Specific　Resources　in　the　Supplier－Manufacturer　Relation－
　ship”，明大商学論叢　第86巻特別号。
臼井哲也（2004c），「カスタマイゼーションの概念一差別化戦略の要素として一」明治大学大学院　商学研究論
一258一
　集　第21号。
臼井哲也（2005），「戦略的マス・カスタマイゼーショソ研究の分析枠組み」，明大社会科学研究所紀要　第43巻
　第2号。
和田充夫（1998），『関係性マーケティソグの構図　マーケティング・アズ・コミュニケーショソ』有斐閣。
Wemerfelt，　B．（1984），“A　Resource－based　View　of　the　Firm，”Strategic　Management　Journal，　Vol．5，　pp，171－
　180
White，　G．　P．（1996），“A　Meta－Analysis　Model　of　Manufacturing　Capabalities”，lournα1（of　Operation　Manage－
　ment，　Vol．14，　pp．315－331
Zahra，　S。　A．　and　Neilsen，　A．　P．（2002），“Sources　of　Capabilities，　Integrating　and　Technology　Comemercializa－
　tion，”Strategic　Management／burnal，　Vol．23，　pp．377－398
一259一
